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１．調査の実施 

 

（１）実施要領 

 

①調査の構成 

 

本調査は、岡山県民を対象とした第一群から第三群までの三つの調査で構成される。調査の名

称は以下の通りである。 

 

第一群：結婚、出産、子育てに関する県民意識調査 

第二群：子育てに関する意識調査（子育て世帯意識調査） 

第三群：結婚、出産、子育てに関する高校生意識調査 

 

②調査の目的 

 

岡山県内における結婚、妊娠・出産、子育てに関する現状等を把握し、子育て支援施策を推進

するための基本的計画である「岡山いきいき子どもプラン２０２０(仮称)」を策定するための基

礎資料とする。 

 

③調査の要領 

 

調査の対象、期間、対象数、方法、調査票の回収結果、主な調査内容を表Ⅰ－１にまとめた。 

なお、標本数は、県民局別に男女・年齢別集計が可能となるよう、下記の統計値等を元に設定

した。 

 

第一群：平成 27年国勢調査の各県民局の男女年齢別人口に基づき設定した。県民局別に標本数を

設定し、性、年齢は無作為に抽出した。 

第二群：平成 27 年国勢調査の各県民局の「最年少の子どもが９歳までの世帯数」に基づき設定し

た。 

第三群：県立高校の二年生・三年生を対象に、平成 29年４月１日（進級前）の生徒数に基づき設

定した。 

 

（２）回収結果 

 

 各調査の回収結果は、表Ⅰ－１の⑥に示した。 
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表Ⅰ－１ 結婚、出産、子育てに関する県民意識調査の実施要領 

項目 第一群調査 第二群調査 第三群調査 

①調査名称 結婚、出産、子育てに関する県

民意識調査 

子育てに関する意識調査（子

育て世帯意識調査） 

結婚、出産、子育てに関する高

校生意識調査 

②対象 ・平成 30 年 10 月１日時点で

20歳から 49歳の岡山県内在

住者 

・市町村の住民基本台帳から

無作為に抽出 

・０歳から小学校３年生まで

の子どもと同居する子育て

世帯の親等 

・保育園、小学校等のバランス

と市町村のバランスに配慮

し、学校を抽出 

・岡山県立高校の二年生及び

三年生 

・県民局ごとに、普通科・職業

科のバランスを配慮し、学

校を抽出 

③調査期間 平成 30年９月 28日～ 

平成 30年 11月７日 

平成 30年 11月 14日～ 

平成 30年 12月７日 

平成 30年 11月１日～ 

平成 30年 11月 21日 

④対象数 

 

備前局 3085人 

備中局 3253人 

美作局 3382人 

合 計 9720人 

備前局 2565世帯 

備中局 2558世帯 

美作局 2511世帯 

合 計 7634世帯 

備前局 961人 

備中局 955人 

美作局 974人 

合 計 2890人 

⑤調査方法 ・郵便送付 

・郵便回収・ウェブ回答 

・保育園・幼稚園・学校等によ

る直接配付 

・郵便回収・ウェブ回答 

・高校による直接配付 

・高校による直接回収・一部ウ

ェブ回答 

⑥回収結果 回収数 2683件 

回収率 27.6％ 

回収数 3391世帯 

回収率 44.4％ 

回収数 2577件 

回収率 89.2％ 

⑦主な調査

内容 

・結婚意欲、結婚の見通し 

・結婚観、家族観、子ども観 

・理想の子ども数 

・現実に持てる子ども数 

・ライフコースの志向性、定住

意識 

・交際状況、出会いの機会 

・所得や雇用形態と結婚 

・男女の役割分担意識、ワー

ク・ライフ・バランス 

・結婚・出産・子育てによる働

き方の変化 

・職場の結婚・出産・子育てに

対する配慮 

・地域社会との関わり 

・親との近居、結婚時の移動 

・妊娠・出産に関わる医学的知

見の認知 

・妊娠・出産に関わる不安 

・基本属性 

 

・子育てに対する感じ方 

・子育てをしていて、幸せ、楽

しい、よかったと思うこと 

・子育てをしていて、つらいと

思うこと、自信を失うこと 

・子どもを強く叱ったり、つら

くあたること 

・理想の子ども数 

・現実に持てる子ども数 

・子育ての家計に対する負担 

・子どもの教育の考え方 

・子育ての配偶者の関わり方 

・育児休暇の取得状況 

・平均的な帰宅時間 

・子どもが理由による転居 

・親との同居・近居 

・保育サービスの利用状況 

・子育ての不安・悩み 

・地域社会の関わり 

・子育て支援サービスの利用 

・里親制度の認知状況 

・基本属性 

・結婚意欲、結婚の見通し 

・結婚観、家族観、子ども観 

・理想の子ども数、現実に持て

ると思う子ども数 

・ライフコースの志向性、定住

意識、卒業後の移動 

・他者から紹介された結婚に

対する考え方 

・男女の役割分担意識、ワー

ク・ライフ・バランス 

・地域社会との関わり 

・家族や子どもに対する感受

性 

・妊娠・出産に関わる医学的知

見の認知 

・妊娠・出産に関わる不安 

・基本属性 
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２．調査票の設計と集計・分析の方法 

 

（１）調査票の設計方法 

 

調査票設計に先立って、「結婚」「子どもを持つこと」「子育て」の三分野に分けて、施策のロジ

ックモデルを想定し、ロジックモデルに沿う形で質問項目の作成を行った（図Ⅰ－１）。 

調査票設計に当たって、ロジックモデルを導入した理由（メリット）と留意点は図Ⅰ－２の通

りである。 

次ページ以降、図Ⅰ－３から図Ⅰ－５に本調査で検討したロジックモデルを示した。 

 

図Ⅰ－１ ＥＢＰＭを強化する調査票設計におけるロジックモデルの導入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅰ－２ 調査票設計に当たってロジックモデルを導入するメリットと留意点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会的インパクト

最終アウトカム①

中間アウトカム①

初期アウトカム①

最終アウトカム②

• 最終アウトカムの実現のために
達成したい目標

中間アウトカム②

中間アウトカム③

中間アウトカム④

• 施策により最終的に達成した
い状況、最終的な成果目標

• 短期・長期を含め、施策
の結果として生じた社会
的な影響

初期アウトカム②

初期アウトカム③

初期アウトカム④

初期アウトカム⑤

初期アウトカム⑥

• 中間アウトカム実現のために
達成したい目標

• 当該分野のアウトプットが直
接働きかけるアウトカム、あ
るいは関連分野の最終アウト
カムから直接影響を受ける当
該分野のアウトカム

「子どもプラン」の
アウトプット

関連分野の最終アウ
トカム

 調査票設計に先立って、「結
婚」、「出産」、「子育て」の
三分野に分けて「子どもプラ
ン」のロジックモデルを想定し、
ロジックモデルに沿う形で質問
項目の検討を行う

【ロジックモデルの導入】

① ロジックモデルに基づき意識調査を設計・実施することにより、質問間の因
果関係が明らかになり、アウトカムをもたらす施策の必要性を示すことがで
きる。結果として、プラン策定の際に、意識調査の結果を利用することを通
じてＥＢＰＭを強化できる。

（長所）

② 調査票設計に当たって、社会的インパクトに到達する道筋やアウトプット間
の因果関係から各質問の必要性を体系的に整理でき、質問項目の漏れや重複
のチェックが容易になる。

③ 質問項目の一覧性が高まり、関係者の間でロジックを共有しながら効率的な
検討が可能になる。

④ ロジックモデルは、社会的インパクトから始まって、アウトカム→アウト
プット→アクティビティ→リソースの方向（図の右から左へ）で施策を検討
することが多い。このため、現在、実施・計画している施策の実施のため必
要となる質問項目（図の左から右へ）は十分検討できない可能性があり、別
の検討が必要である。

⑤ ロジックモデルに表わされる因果関係はやや「単線的」であり、現実はもっ
と「複線的」であることに注意が必要である。

（留意点）



 

 

 

図Ⅰ－３ 「結婚」に関するロジックモデル 
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- 地域の有配偶率が高まる

社会的インパクト最終アウトカムアウトプット

① 県民の結婚意欲が十分に
高まる

② 県民の結婚希望がかなえ
られるようになる

① ライフコースの選択と結婚が両立でき
るようになる

中間アウトカム

② 結婚につながる男女の出会いの機会が
十分に生じるようになる

④ 結婚後に想定される出産、子育てに対
して不安が小さくなる

⑤ 地域の社会関係性が高まり、出会いや結
婚によい影響を与えるようになる

⑩ 身近な人の結婚や子育てから（望まし
い）影響を受けるようになる

③ 結婚に踏み切れる所得や安定した就業
の見通しが得られるようになる

初期アウトカム

「子どもプラン」の各施
策のアウトプット

因果関係

① 各地域で希望のライフコースを進み、自
分の幸福を追求できるようになる

④ 結婚が、仕事や働き方に対してマイナス
の影響を及ぼさないようになる

⑧ 夫婦が協力することにより、結婚に必要
な所得が得られるようになる

③ ライフワークバランスの改善に家庭に多
くの時間を当てられるようになる

⑦ 雇用条件等が改善し、結婚に必要な所得
や将来の安定的な所得が得られる

• 左側には施策のアクティビティ
とリソースがある

② 男女の役割分担に対する意識が改善する

⑪ いま暮らす地域での定住意向が強まり、
結婚後も暮らすようになる

⑥ 見合いに代わって男女の出合いを支援で
きるしくみがある

⑤ 結婚や子供を持つことを肯定する価値
観が高まる

問 結婚についてどう考えるか
問 結婚のメリットは何か
問 結婚デメリットは何か
問 理想の結婚年齢はあるか
問 理想の結婚年齢は何歳か

問 結婚の見通しはどうか
問 理想の年齢で結婚できそうか
問 理想が実現しない理由は何か

問 希望するライフコースでは何が重要か
問 女性はどのようなライフコースが理想か
問 結婚はライフコースにどのような影響を与えるか

問 交際している異性はいるか
問 配偶者や交際相手とどのように出会ったか
問 周囲では結婚につながる出会いはあるか
問 あるとすれば、どのような出会いか

因果関係 因果関係 因果関係

問 自分の所得は結婚生活に十分だと思うか
問 あといくらあれば十分か
問 結婚後の所得獲得で自分の役割はどう思うか
問 結婚生活のためどのような雇用形態が理想か

問 結婚により家族を持つことをどう思うか
問 子どもを持つことをどう思うか

問 暮らす地域で希望のライフコースは実現できるか
問 暮らす地域に住み続けたいと思うか

問 「夫は働き、妻は家庭」の考え方をどう思うか
問 現在の夫婦の役割分担はどのようなものか

問 結婚により仕事や働き化に変化はあったか
問 結婚に対する職場の配慮はどうか

問 身近な人の結婚や子どもの状況はどうか
問 身近な人の結婚や子どもの様子を見てどう思うか

問 自分の所得はいくらか
問 労働状態や雇用形態はどうか

問 夫婦の就業状況はどうか

問 家庭と仕事の優先度の理想はどのようなものか
問 家庭と仕事の優先度の現実はどうか

問 近所付き合い等、地域のつながりの状況はどうか
問 自分と地域との関わりはどうか

問 結婚時に住居を移動したか
問 移動の理由は何か

問 他者の紹介を通じた結婚をどう思うか
問 見合い、民間紹介、公的支援の利用をどう思うか

⑨ 親との同居・近居により、親から支援を
得たり、結婚と親の世話が両立ができる

問 親と同居・近居しているか

関連分野のロジックモデ
ルへ展開

• 産業施策、定住施策、まちづく
り施策等の「社会的インパク
ト」につながっていく

• 例えば、「県民の所得水準が上
昇する」「人口の社会移動が改
善する」「地域コミュニティが
維持される」など

問 結婚前に妊娠・出産の不安はないか
問 どのようなことが不安か

⑫ 結婚後、周囲に妊娠・出産で相談に乗っ
たり、助けてくれる人がいる

⑬ 妊娠・出産に関して正しい医学的知見が
得られる

問 妊娠・出産で相談や生活面で助けてくる人はいるか

問 妊娠・出産に関する医学的知見を有しているか

※価値観は直接的な押し付けが出見ないことに注意が必要である

（注）ここに表わすロジックモデルは、調査票検討
の際に作成したものであり、実際の調査票では採
用していない問が含まれるとともに、実際の調査
票にはここに含まれない問がある
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図Ⅰ－４ 「子どもを持つこと」に関するロジックモデル 
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有配偶出生率が高まる

① 県民の子どもを持つ意欲が
十分に高まる

② 県民の子どもを持つ希望が
かなえられるようになる

「子どもプラン」の各施策の
アウトプット

① ライフコースの選択と、妊娠・出
産（子どもを持つこと）が両立で
きるようになる

② 出産・子育てに必要な所得や安定
した就業の見通しが得られるよう
になる

④ 情報提供、相談、見守り等、多様
なつながりを通じ、妊娠・出産時
の不安が小さくなる

③ 年齢、健康、その他の身体的な理
由で子供を持てないことが少なく
なる

④ 子供をもつことを肯定する価値観が
高まる

⑧ 親との同居・近居により、妊娠・出産時
に親から支援を得られるようになる

⑨ 身近な人が子供を持っていることから
（望ましい）影響を受けるようになる

① 各地域で希望のライフコースを進み、自
分の幸福を追求できるようになる

④ 妊娠・出産が、仕事や働き方に対してマ
イナスの影響を及ぼさないようになる

⑦ 夫婦が協力することにより、妊娠・出産
や子育て必要な所得が得られる

③ ワイフワークバランスの改善に家庭に多
くの時間を当てられるようになる

⑥ 雇用条件等が改善し、妊娠・出産に必要
な所得や将来の安定的な所得が得られる

② 男女の役割分担に対する意識が改善する

⑫ 住宅環境が改善し、子どもが増えても地
域で暮らすようになる

⑩ 妊娠・出産に対して正しい知識を持つよ
うになる

⑪ 妊娠・出産に関する保健・医療のケアを
十分受けられるようになる

社会的インパクト最終アウトカムアウトプット 中間アウトカム初期アウトカム因果関係 因果関係 因果関係 因果関係

問 理想の子ども数は何人か
問 子どもがほしい理由は何か
問 子どもがほしくない理由は何か
問 多子を希望する場合、理由は何か

問 子どもは何人いるか
問 現実に持てる子ども数は何人か
問 理想の子ども数より少ない理由は何か

問 子どもを持つため自分の所得は十分だと思うか
問 子どもを持つためにはどのような雇用形態である

べきか

問23 男女の加齢による妊娠への影響を知っているか
問24 不妊の原因が男女にあることを知っているか

問 年齢により理想の子ども数を諦めていることはな
いか

問 健康上や身体的な理由により理想の子ども数を諦
めていることはないか

問 どのような健康上や身体的な理由か

問 妊娠・出産時に不安に思ったことはないか
問 どのようなことが不安だったか

⑤ 地域の社会関係性が強まり、妊娠・出産
時に支援を得られるようになる

関連分野のロジックモデルへ
展開

問 いま暮らす地域で希望のライフコースは実現できるか
問 この地域で暮らし続けたいと思うか

問 「夫は働き、妻は家庭」の考え方をどう思うか
問 現在の夫婦の役割分担はどのようなものか

問 家庭と仕事の優先度の理想はどのようなものか
問 家庭と仕事の優先度の現実はどうか

問 妊娠・出産により仕事の変化はあったか
問 妊娠・出産に対する職場の配慮はどうか
問 育児休業は思うように取得できたか

問 近所付き合い等、地域につながりの状況はどうか
問 自分と地域との関わりはどうか
問 地域の知人に妊娠・出産時に助けてくれた人はいるか

問 現在の自分の所得はいくらか
問 現在の労働状態、雇用状態はどうか

問 夫婦の就業状況はどうか

問 親と同居・近居しているか
問 妊娠・出産時に親が支援してくれたか

問 身近な人の子どもの状況はどうか
問 身近な人の子どもの様子を見てどう思うか

問 妊娠・出産に関わる保健・医療は充実していると思うか
問 妊娠・出産に関わる保健・医療のどこが不安か

問 子どもが増えたり、成長に従って転居したか
問 転居の理由は何か

※価値観は直接的な押し付けが出見ないことに注意が必要である

問 希望するライフコースでは何が重要か
問 女性はどのようなライフコースが理想か
問 妊娠・出産はライフコースにどのような影響を与

えるか

問 子どもを持つことをどう思うか

• 左側には施策のアクティビティ
とリソースがある

• 産業施策、定住施策、まちづく
り施策等の「社会的インパク
ト」につながっていく

• 例えば、「県民の所得水準が上
昇する」「人口の社会移動が改
善する」「地域コミュニティが
維持される」など

（注）ここに表わすロジックモデルは、調査票検討
の際に作成したものであり、実際の調査票では採
用していない問が含まれるとともに、実際の調査
票にはここに含まれない問がある



 

 

 

図Ⅰ－５ 「子育て」に関するロジックモデル 
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つながりを通じ、子育ての不安が小
さくなる

⑤ 子育を持つことを肯定する価値観が
高まる

⑧ 親との同居・近居により、子育てで親か
ら支援を得られるようになる
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問 仕事を続けるためのあずかりサービスはどのようなものか

問 親と同居・近居しているか
問 子育てで親が支援してくれるか

問 身近な人の子どもの状況はどうか
問 身近な人の子どもの様子を見てどう思うか

問 子どもの急病のとき困ったことがあるか
問 小児に関わる保健・医療は充実していると思うか
問 小児に関わる保健・医療のどこが不安か

※価値観は直接的な押し付けが出見ないことに注意が必要である

問 希望するライフコースでは何が重要か
問 女性はどのようなライフコースが理想か
問 子育てはライフコースにどのような影響を与える

か

• 左側には施策のアクティビティ
とリソースがある

• 産業施策、定住施策、まちづく
り施策等の「社会的インパク
ト」につながっていく

• 例えば、「県民の所得水準が上
昇する」「人口の社会移動が改
善する」「地域コミュニティが
維持される」など

（注）ここに表わすロジックモデルは、調査票検討
の際に作成したものであり、実際の調査票では採
用していない問が含まれるとともに、実際の調査
票にはここに含まれない問がある



Ⅰ 調査の要領 

- 7 - 

 

（２）集計・分析の方法 

 

回答の集計に当たっては、単純集計や県民局別集計に加え、結婚、妊娠・出産、子育てを支援

する施策のＥＢＰＭやＰＤＣＡに調査結果を活かすため、回答者の価値観や行動を計量化し、ロ

ジックモデルに従って質問間の因果関係等を明らかにする分析を行った。 

 

①質問項目間の因果関係の分析 

 

ロジックモデルで想定した因果関係に基づき、主に以下の方法により質問間の関係を把握する

統計分析を行った。 

 

・クロス集計表の作成による表側・表頭間の関係の有無の検定（Ｐ値の算出）と関係の明確さの

計測（クラメールの連関係数の算出） 

・クロス集計表における表側の事柄が表頭の事柄に及ぼす影響の強さの計測（オッズ比の算出） 

 

Ｐ値 

本調査で、クロス集計表やクロス集計を行ったグラフに付記したＰ値は、サンプル数と、表側項目別の表頭の回

答差に基づき、表側と表頭が無関係であることを検定した結果である。Ｐ値が十分に小さい（0.1以下）と、統計

的に表側項目により表頭の回答に差があるということができる。 

 

クラメールの連関係数 

クラメールの連関係数はクロス集計表における表側と表頭の相関関係の明確さを示す。０から１の間の数値を

とり、１に近いほど相関が明確であり、ゼロに近いほど無相関であることを示す。相関分析における相関係数の絶

対値に当たる統計量である。クロス集計表の場合、クラメールの連関係数が 0.2～0.3を超えるとグラフで明確な

相関が見られるようになる。 

２×２のクロス集計表ではクラメールの連関係数の代わりにファイ係数を利用する。数値の解釈はクラメール

の連関係数と同じである。２×２より項目数が多いクロス集計表のときにクラメールの連関係数を用いる。 

 

オッズ比 

オッズ比は２×２のクロス表において表側と表頭の事柄の関連の強さを測る指標である。表頭の事柄がＡとＢ

のどちらかとすると、表側が変化したときに、表頭のＢという事柄に対してＡという事柄が何倍起こりやすくな

るかを表す。二項ロジスティック回帰分析では関係の強さを示す指標として回帰係数に代わりにオッズ比を解釈

する。 

本報告では、オッズ比に基づき、表側の事柄が表頭の事柄に与える影響の強さについて以下の通り表現する。 

 

 オッズ比 1.2以上 1.5未満 弱い影響力 

      1.5以上 2.0未満 強い影響力 

      2.0以上 3.0未満 かなり強い影響力 

      3.0以上     極めて強い影響力 

 

②回答の点数化と統計分析 

 

本調査では、結婚観や子ども観といった回答者の価値観やライフスタイルを把握するため、リ

ッカード形式（そう思う、どちらかといえばそう思う、どちらかいえばそう思わない、そう思わ

ないなど、選択肢が順序化された質問形式）により、価値観やライフスタイルを表す複数の質問

を行った。 

リッカード形式で把握された回答を点数化した後、因子分析により複数の質問間の相互関係を
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把握した上で、複数の質問を主成分分析により合成し、価値観やライフスタイルの概念を表す指

標を作成した。 

上記で作成された指標を利用して、他の質問とのクロス集計表による分析や相関分析を実施し

た。 

 
因子分析 

個々の回答者の回答の傾向に基づき、複数の質問を対象に、できるだけ似通ったもの同士はまとめ、反対に異な

る質問は分けて、新しい指標をつくり出す手法である（分解の分析）。このとき、因子分析は、似通った回答の質

問があるのは、それらの質問の背後に、ある共通の要因（因子）が働いているのではないかという問題意識により

分析を行う。 

 

主成分分析 

 個々の回答者の回答の傾向に基づき、複数の質問を新しい指標（主成分）にまとめる手法が主成分分析である

（合成の分析）。第一主成分は点数化された回答から総合的な傾向を抽出するよう質問をまとめたものであり、第

二主成分は点数化された回答から対立軸をつくり出すよう質問をまとめた指標である。主成分得点は、各サンプ

ルが保有する新しく生成された主成分のスコアである。 

 

主成分分析により作成した指標を利用したクロス集計 

主成分分析により生成された第一主成分や第二主成分の主成分得点を分析軸としてクロス集計を行うときは、

主成分得点は標準化されているため、その区分を、平均値（ゼロ）と標準偏差（１）を境にした４カテゴリーとし

た。 
 
低い（弱い）    ：－１未満 
やや低い（やや弱い）：－１以上０未満 
やや高い（やや強い）：０以上１未満 
高い（強い）    ：１以上 

 

③仮想の出生率の算出 

本調査では、理想の子ども数や現実に持てる子ども数を把握した。これらの回答結果を利用し

て、希望出生率や予想出生率の算出が可能である。これらの出生率を人口置換水準（2.07）と比

較するほか、例えば結婚意欲別の理想の子ども数から希望出生率を計算すれば、結婚意欲の出生

率に対する影響を直接検討できる。こうしたことから、理想の子ども数や現実に持てる子ども数

に対していくつかの視点からクロス集計を行い、仮想の出生率を算出した。 

 

④男女別集計 

結婚、子どもを持つこと、子育てに関する意識や、社会経済環境から受ける影響は男女で差が

大きい。そこで、本調査における集計・分析は男女別に行うことを基本とした。 

 

⑤岡山県全体の単純集計の方法 

本調査の標本は３県民局でほぼ同数となっている。そこで、岡山県全体の単純集計は、平成 27

年国勢調査における 20-49 歳人口構成比等をウエイトとし、県民局別集計の加重平均を算出した。 

上記の集計を行ったグラフ等には「ウエイトバック集計である」と注記した。 

 

⑥過年度調査との比較 

施策の目標値等になると考えられる重要な質問は、第Ⅴ章において回答結果を岡山県の過年度

調査と比較した。 
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⑦その他 

 

ⅰ）不明回答の取り扱い 

本分析では、多様な視点からクロス集計を実施するため、不明回答の大きさが表側・表頭の関

係分析に無視できない影響を及ぼす。そこで、すべての分析において不明回答を除く集計を行っ

た。このため、質問によりサンプル数が異なる。 

 

ⅱ）サンプル数の表記 

クロス集計表等をグラフに表すときは、グラフの括弧内にサンプル数を示した。 

 

ⅲ）単数回答・複数回答の表記 

図表の表題に、質問が単数回答であるときは「単数」、複数回答では「複数」と表記した。また、

直接数字を記入する問の集計は「数量」と表記した。 

 

ⅳ）四捨五入の影響 

図表では主に回答の割合を示しており、四捨五入のため内訳の計が 100にならないことがある。 
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（３）第三群（高校生調査）の特徴 

 

高校生は、一般意識調査の対象である 20～49歳の県民と比較して、以下の四つの特徴を持つと

考えられる。 

 

①20歳～49 歳を対象とする一般意識調査よりも年齢層が低い 

②対象者のすべてがライフイベントのうち「大学進学」と「就職」を経験していない 

③進学や就職に伴う人口移動前の県内出身者がほとんどを占める 

④結婚、子どもを持つことに関する高校生の回答はすべて「期待（予想）」である 

 

こうしたことから、高校生調査の集計・分析は、家庭環境や育った地域の違い等はあるものの、

結婚や子ども持つことに関して岡山県民の「原初状態」を捉えていると考えることができる。 

 

 

（４）報告書の構成 

 

①本報告書と詳細分析・資料編の作成 

質問項目間の詳細なクロス集計や、回答の点数化による集計等を行ったことにより調査報告書

のページ数が膨大になったため、本報告書とは別に「詳細分析・資料編」を作成した。 

詳細分析・資料編には今回集計・分析を行ったすべての結果が収録されている。本報告書は、

詳細分析・資料編から主な集計・分析の結果を掲載したものである。すべての質問項目の県民局

別集計や基本属性の状況、調査票等は詳細分析・資料編に掲載した。 

 

②本報告書の構成 

本報告書は全６章からなり、第Ⅰ章で調査要領を示した上で、第Ⅱ章から第Ⅳ章までは第一群

から第三群の集計・分析結果を記載した。第Ⅴ章は岡山県の過年度調査との比較であり、第Ⅵ章

において今後施策を検討するための要検討事項を集計・分析のまとめとして整理した。 

このうち、結婚と子どもを持つことを中心にロジックモデルの全般にわたって調査した第一群

は、ロジックモデルに従って、社会的インパクトに近い最終アウトカムから、中間アウトカム、

初期アウトカムの順に、質問の集計・分析を行った。 

 

 

 

 本調査における分析の考え方やロジックモデルの検討、調査票の設計に当たっては、国立社会

保障・人口問題研究所の鎌田健司室長（人口構造研究部）と意見交換を行い、アドバイスを頂い

た。ここに心よりお礼を申し上げる。 

 

 


